
平成28年度広報・調査等交付金事業　事業評価報告書
Ⅰ．事業評価総括表

番号 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備考

1
川内原子力発電所に係
る広報・調査等交付金
事業

いちき串木野市 2,825,596円 2,825,596円

Ⅱ．事業評価個表

番号

1

2,825,596円 交付金充当額

契約の方法 契約の相手方 契約金額

- 原子力研修講座 49,680

随意契約 (株)川内新生社印刷 71,820

随意契約 下青木印刷（有） 35,910

指名競争入札 (有）串木野中央スズキ 1,134,000

随意契約 東京海上火災保険（株） 27,240

随意契約 三光交通（有） 148,000

- 嘱託員2名 1,053,000

- 日本年金機構 127,748

- - 6,720

随意契約 てらだ石油（株） 37,081

随意契約 鹿児島ビーエム販売 111,240

随意契約 リコージャパン（株） 23,157

｢原子力だより｣の折込手数料（13,300部×２回）

広報調査用自動車購入

自賠責保険料

避難経路・避難所施設バス借上げ

嘱託員賃金2名

社会保険料（事業主負担分）

広報調査事業用公用車燃料費

コピーパフォーマンスチャージ料

｢原子力だより｣の折込手数料（13,300部×１回）

旅費（担当課長会）

調査員用パソコン購入

（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じて欄を設けること。

旅費（原子力研修講座）

交付金事業の契約の概要

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

契約の目的

地域住民の生活に及ぼす影響に関する調査並びに原子力発電所の安全性に関して行われ
る連絡調整に関する事業を通して、住民の理解の促進を図ります。

防災教室受講者数　平成27年度実績　476人　→　平成28年度実績　698人

本交付金の活用により，原子力発電に係る知識の普及や生活に及ぼす影響に関する調査
を行うことができました。また、防災教室受講者数が222人増の698人になったことから、防災
意識が向上されたと考えています。今後も情報発信や調査などを図り，地域住民の原子力
発電所施設等に関する理解の向上を目指します。

交付金事業の成果目標

交付金事業の成果指標

交付金事業の成果及び評価

交付金事業の概要

・｢原子力だよりかごしま｣を全世帯に配布（13,300世帯×3回）
・原子力避難経路・避難所視察（指宿市）
・関係機関等との情報交換及び協議
・広報調査用車両購入

総事業費

交付金事業の名称

川内原子力発電所に係る広報・調査等交付金事業

交付金事業実施場所 いちき串木野市一円

2,825,596円

いちき串木野市交付金事業者名又は間接交付金事業者名


